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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第146期

第２四半期連結
累計期間

第147期
第２四半期連結
累計期間

第146期
第２四半期連結
会計期間

第147期
第２四半期連結
会計期間

第146期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ７月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (百万円) 36,251 42,265 18,654 21,597 80,452

経常利益 (百万円) 920 1,115 174 368 3,161

四半期(当期)純利益 (百万円) 523 420 101 119 1,484

純資産額 (百万円) ─ ─ 47,081 46,590 47,521

総資産額 (百万円) ─ ─ 99,221 103,401 102,470

１株当たり純資産額 (円) ─ ─ 345.89 341.42 348.63

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 4.04 3.24 0.78 0.92 11.44

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ─ ─ 45.2 42.8 44.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 588 3,164 ─ ─ 8,300

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,765 △1,317 ─ ─ △4,308

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,716 △1,234 ─ ─ △3,221

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ─ ─ 5,676 9,824 9,273

従業員数 (名) ─ ─ 3,478 3,704 3,490

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 3,704

(注)  従業員は就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 938

(注)  従業員は就業人員であります。（出向受入社員52名を含む）

　

EDINET提出書類

株式会社ダイヘン(E01750)

四半期報告書

 3/35



第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

電力機器事業 9,117 ─

溶接メカトロ事業 4,474 ─

半導体機器事業 2,270 ─

その他 ─ ─

合計 15,863 ─

(注) １  金額は、販売価格によっております。
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

電力機器事業 12,110 ─ 19,778 ─

溶接メカトロ事業 7,968 ─ 3,887 ─

半導体機器事業 3,477 ─ 6,707 ─

その他 75 ─ ─ ─

合計 23,632 ─ 30,374 ─

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

電力機器事業 10,451 ─

溶接メカトロ事業 7,388 ─

半導体機器事業 3,683 ─

その他 75 ─

小計 21,599 ─

消去 △1　

合計 21,597 ─

(注) １  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

関西電力㈱ 3,845 20.6 2,267 10.5

　
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
　
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間の経営環境は、円高の進行や景気回復ペースの鈍化が後半にかけて懸念さ

れてまいりましたが、中国をはじめアジア新興国の経済成長に支えられ、総じて緩やかな回復基調が続き

ました。

当社グループはこのような状況の下で、生産効率の向上による需要増加への迅速な対応、スマートグ

リッド関連機器の開発や太陽光発電所向けパワーコンディショナの受注拡大に取り組みましたほか、前

年度に設立いたしました「ダイヘン精密機械（常熟）有限会社」が中国における大型液晶基板搬送用ロ

ボットの生産・サービスを開始するなど、各事業の業績の確保・向上にグループをあげて取り組んでま

いりました。

その結果、受注高は236億３千２万円と前年同四半期に比べ36.4％の増加、売上高は215億９千７百万円

と前年同四半期に比べ15.8％の増加となりました。利益面につきましても、売上高の増加に伴い、営業利

益は５億９千８百万円と前年同四半期に比べ３億４千４百万円の増加、経常利益は３億６千８百万円と

前年同四半期に比べ１億９千３百万円の増加となり、四半期純利益は１億１千９百万円と、特別損失計上

の影響があったものの前年同四半期に比べ１千７百万円の増加となりました。

セグメント別の状況につきましては、以下のとおりであります。

電力機器事業では、国内電力会社における高経年化設備の更新需要により、主力の柱上変圧器などが堅

調に推移し、受注高は121億１千万円、売上高は104億５千１百万円、営業利益は６億４千１百万円となり

ました。

溶接メカトロ事業では、中国向けの溶接用ロボットをはじめ、アジア新興国における溶接機や溶接用ロ

ボットの販売が増加いたしました結果、受注高は79億６千８百万円、売上高は73億８千８百万円、営業利

益は２億４千１百万円となりました。

半導体機器事業では、台湾や韓国におけるデバイスメーカの設備投資増加に伴い、主に半導体製造装置

向け高周波電源システムの販売が好調に推移し、受注高は34億７千７百万円、売上高は36億８千３百万

円、営業利益は１億９千６百万円となりました。

また、その他の売上高は７千５百万円、営業利益は１千７百万円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、1,034億１百万円と前連結会計年度末に比べ９億３千万円

増加いたしました。これは、受注増加により商品及び製品や仕掛品などのたな卸資産が増加しましたこと

が、主な要因であります。

負債合計は、仕入増加に伴う支払手形及び買掛金の増加などにより、568億１千万円と前連結会計年度

末に比べ18億６千１百万円増加いたしました。

純資産合計は、主に保有有価証券の時価下落や円高の影響により、評価・換算差額等が減少しました結

果、前連結会計年度末に比べ９億３千万円減少し、465億９千万円となりました。なお、自己資本比率は前

連結会計年度末の44.1％から1.3ポイント下落して42.8％となり、１株当たり純資産は前連結会計年度末

に比べ2.1％減の341円42銭になりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べ12億

７千７百万円増加し、98億２千４百万円となりました。

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の増加による資金の減少影響がありましたが、売上

債権の減少や仕入債務の増加などによる資金の増加影響がそれを上回り、18億７千７百万円の資金の増

加となりました。前年同四半期との対比では、仕入債務の増加などにより９億９千６百万円の増加となり

ました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出などにより、７億７千３百万円の資

金の減少となりましたが、前年同四半期との対比では、有形固定資産の取得による支出の減少により２億

８百万円の増加となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の新規借入などにより、３億４千５百万円の資金の

増加となりました。前年同四半期との対比では、短期借入金での調達の増加により７億６千９百万円の増

加となりました。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は６億１千万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

第１四半期連結会計期間末において、設備の新設、除却等の計画に特記すべき重要なものはありません

でした。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。

　

EDINET提出書類

株式会社ダイヘン(E01750)

四半期報告書

 8/35



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 540,000,000

計 540,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 135,516,455135,516,455

東京証券取引所
市場第一部
大阪証券取引所
市場第一部
福岡証券取引所

単元株式数は
1,000株で
あります。

計 135,516,455135,516,455― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年９月30日 ─ 135,516,455 ─ 10,596 ─ 10,023
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(6) 【大株主の状況】

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 10,094 7.45

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11－３ 8,251 6.09

関西電力株式会社 大阪府大阪市北区中之島３丁目６－16 7,304 5.39

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 5,429 4.01

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５－33 3,293 2.43

日新電機株式会社 京都府京都市右京区梅津高畝町47 3,204 2.36

THE CHASE MANHATTAN BANK,
N.A.LONDON SECS LENDING
OMNIBUS ACCOUNT
(常任代理人  株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部)

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET
LONDON EC2P 2HD, ENGLAND
(東京都中央区月島４丁目16－13)

2,895 2.14

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27－２ 2,636 1.95

ダイヘングループ社員持株会 大阪府大阪市淀川区田川２丁目１－11 2,286 1.69

NOMURA ASSET MANAGEMENT U.K.
LIMITED SUB A/C EVERGREEN
NOMINEES LTD
(常任代理人  株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行決済事業部)

24MONUMENT STREET LONDON EC3R 8AJ
THE UNITED KINGDOM
(東京都千代田区丸の内２丁目７－１)

2,046 1.51

計 ― 47,440 35.01

(注) １  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式は、す

べて信託業務に係るものであります。

２  当社は、5,408千株（3.99％）の自己株式を保有しております。なお、当該株式は会社法第308条第２項の規定

により、議決権を有しておりません。

３  スパークス・アセット・マネジメント投信株式会社から、平成18年４月13日付で大量保有報告書(変更報告

書)の提出があり(報告義務発生日  平成18年３月31日)、次のとおり株式を所有している旨報告を受けており

ますが、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大

株主の状況」には含めておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

スパークス・アセット・
マネジメント投信株式会社

東京都品川区大崎一丁目11番２号
ゲートシティ大崎

4,149 3.06

４  株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ及びその共同保有者から、平成21年５月８日付で大量保有報

告書(変更報告書)の提出があり(報告義務発生日  平成21年４月27日)、次のとおり株式を所有している旨報

告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませ

んので、上記「大株主の状況」には含めておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀
行

東京都千代田区丸の内二丁目７番
１号

1,342 0.99

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会
社

東京都千代田区丸の内一丁目４番
５号

3,312 2.44

三菱ＵＦＪ証券株式会社
東京都千代田区丸の内二丁目４番
１号

942 0.70

三菱ＵＦＪ投信株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目４番
５号

699 0.52
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５  株式会社りそな銀行から、平成21年９月24日付で大量保有報告書(変更報告書)の提出があり(報告義務発生日

 平成21年９月15日)、次のとおり株式を所有している旨報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会

計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」には含めておりませ

ん。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社りそな銀行
大阪市中央区備後町２丁目２番１
号

5,521 4.07

６  フィデリティ投信株式会社から、平成22年３月19日付で大量保有報告書の提出があり(報告義務発生日  平成

22年３月15日)、次のとおり株式を所有している旨報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期

間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」には含めておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

フィデリティ投信株式会社
東京都港区虎ノ門４丁目３番１号
城山トラストタワー

6,807 5.02

７  住友信託銀行株式会社及びその共同保有者から、平成22年４月22日付で大量保有報告書(変更報告書)の提出

があり(報告義務発生日  平成22年４月15日)、次のとおり株式を所有している旨報告を受けておりますが、当

社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状

況」には株主名簿上の所有株式数を記載しております。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 7,158 5.28

日興アセットマネジメント
株式会社

東京都港区赤坂九丁目７番１号
ミッドタウン・タワー

176 0.13

　

EDINET提出書類

株式会社ダイヘン(E01750)

四半期報告書

11/35



　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

5,408,000
― ―

(相互保有株式)
普通株式

1,010,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

127,998,000
127,998 ―

単元未満株式
普通株式

1,100,455
― ―

発行済株式総数 135,516,455 ― ―

総株主の議決権 ― 127,998 ―

(注)  「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式及び相互保有株式が次のとおり含まれております。

      自己保有株式                     694株

      相互保有株式    四変テック㈱     560株

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 　 　 　 　 　

㈱ダイヘン
大阪府大阪市淀川区田川
２丁目１番11号

5,408,000 ― 5,408,000 3.99

(相互保有株式) 　 　 　 　 　

四変テック㈱
香川県仲多度郡多度津町
桜川２丁目１－97

1,010,000 ― 1,010,000 0.75

計 ― 6,418,000 ― 6,418,000 4.74
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 455 412 426 387 395 372

最低(円) 400 340 354 352 334 335

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第２四半期連

結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月

１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により

四半期レビューを受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年

７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,949 9,401

受取手形及び売掛金 17,646 19,731

商品及び製品 9,320 8,133

仕掛品 6,567 5,297

原材料及び貯蔵品 7,641 6,885

繰延税金資産 1,569 1,457

その他 2,112 1,721

貸倒引当金 △74 △107

流動資産合計 54,733 52,521

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 13,713 13,883

機械装置及び運搬具（純額） 4,810 5,259

工具、器具及び備品（純額） 992 1,008

土地 6,354 6,362

リース資産（純額） 329 381

建設仮勘定 295 569

有形固定資産合計 ※１
 26,495

※１
 27,464

無形固定資産

のれん 129 38

ソフトウエア 3,853 3,739

リース資産 19 22

その他 244 251

無形固定資産合計 4,247 4,052

投資その他の資産

投資有価証券 10,045 11,114

出資金 629 629

長期貸付金 25 28

長期前払費用 144 183

前払年金費用 6,349 5,766

繰延税金資産 288 263

その他 617 623

貸倒引当金 △174 △177

投資その他の資産合計 17,924 18,431

固定資産合計 48,667 49,948

資産合計 103,401 102,470
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 18,405 14,717

短期借入金 11,174 11,340

1年内返済予定の長期借入金 751 805

1年内償還予定の社債 3,231 3,231

リース債務 116 129

未払法人税等 654 761

賞与引当金 1,716 1,768

役員賞与引当金 19 86

固定資産撤去損失引当金 － 115

その他 2,015 2,486

流動負債合計 38,084 35,443

固定負債

社債 1,072 1,188

長期借入金 13,859 14,207

リース債務 251 295

繰延税金負債 935 1,289

退職給付引当金 1,337 1,385

役員退職慰労引当金 101 95

資産除去債務 104 －

その他 1,063 1,044

固定負債合計 18,726 19,506

負債合計 56,810 54,949

純資産の部

株主資本

資本金 10,596 10,596

資本剰余金 10,030 10,030

利益剰余金 25,344 25,379

自己株式 △1,455 △1,452

株主資本合計 44,516 44,554

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 880 1,460

繰延ヘッジ損益 0 0

為替換算調整勘定 △1,108 △789

評価・換算差額等合計 △228 671

少数株主持分 2,301 2,295

純資産合計 46,590 47,521

負債純資産合計 103,401 102,470

EDINET提出書類

株式会社ダイヘン(E01750)

四半期報告書

16/35



(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 36,251 42,265

売上原価 24,253 28,775

売上総利益 11,997 13,490

販売費及び一般管理費 ※１
 11,288

※１
 12,083

営業利益 709 1,407

営業外収益

受取利息及び配当金 140 128

持分法による投資利益 224 2

その他 242 255

営業外収益合計 606 386

営業外費用

支払利息 244 222

売上割引 44 44

為替差損 14 211

その他 91 199

営業外費用合計 394 678

経常利益 920 1,115

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 44

固定資産売却益 3 －

特別利益合計 3 44

特別損失

投資有価証券評価損 － 106

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 104

特別損失合計 － 210

税金等調整前四半期純利益 924 949

法人税等 337 478

少数株主損益調整前四半期純利益 － 470

少数株主利益 63 50

四半期純利益 523 420
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 18,654 21,597

売上原価 12,603 14,948

売上総利益 6,051 6,649

販売費及び一般管理費 ※１
 5,797

※１
 6,050

営業利益 253 598

営業外収益

受取利息及び配当金 39 20

持分法による投資利益 81 47

作業くず売却益 － 37

その他 109 74

営業外収益合計 230 179

営業外費用

支払利息 123 111

売上割引 22 21

為替差損 103 118

固定資産除却損 － 116

その他 60 41

営業外費用合計 309 410

経常利益 174 368

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 44

特別利益合計 － 44

特別損失

投資有価証券評価損 － 91

特別損失合計 － 91

税金等調整前四半期純利益 174 321

法人税等 80 181

少数株主損益調整前四半期純利益 － 140

少数株主利益又は少数株主損失（△） △7 20

四半期純利益 101 119
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 924 949

減価償却費 1,916 2,120

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5 △36

賞与引当金の増減額（△は減少） △139 △52

固定資産撤去損失引当金の増減額（△は減少） － △115

退職給付引当金の増減額（△は減少） △11 △48

前払年金費用の増減額（△は増加） △548 △582

受取利息及び受取配当金 △140 △128

支払利息 244 222

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 104

有形固定資産売却損益（△は益） △3 △0

投資有価証券評価損益（△は益） － 106

売上債権の増減額（△は増加） 5,601 1,939

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,120 △3,417

仕入債務の増減額（△は減少） △7,803 3,778

その他 △175 △845

小計 979 3,995

利息及び配当金の受取額 150 127

利息の支払額 △240 △214

法人税等の支払額 △301 △744

営業活動によるキャッシュ・フロー 588 3,164

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △62 △3

定期預金の払戻による収入 157 6

有形固定資産の取得による支出 △1,433 △788

有形固定資産の売却による収入 59 69

無形固定資産の取得による支出 △544 △585

投資有価証券の取得による支出 △163 △4

投資有価証券の売却による収入 226 －

その他 △5 △12

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,765 △1,317

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △679 △166

長期借入れによる収入 300 －

長期借入金の返済による支出 △692 △400

社債の償還による支出 △115 △115

自己株式の取得による支出 △6 △2

配当金の支払額 △455 △455

その他 △66 △93

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,716 △1,234

現金及び現金同等物に係る換算差額 203 △61

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,690 551

現金及び現金同等物の期首残高 8,366 9,273

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 5,676

※１
 9,824
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

１  会計処理基準に関する事項の変更

(1) 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用

関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の

適用

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関す

る会計基準」(企業会計基準第16号  平成20年３

月10日公表分)及び「持分法適用関連会社の会計

処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第24

号  平成20年３月10日)を適用しております。

この変更に伴う損益に与える影響はありませ

ん。

　
(2) 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務

に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成

20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 

平成20年３月31日)を適用しております。

これにより、当第２四半期連結累計期間の経常

利益は32百万円減少し、税金等調整前四半期純利

益は、136百万円減少しております。また、当会計基

準等の適用開始による資産除去債務の変動額は

104百万円であります。

　
(3) 「企業結合に関する会計基準」等の適用

企業結合等が当第２四半期連結会計期間に行わ

れたことに伴い、「企業結合に関する会計基準」

(企業会計基準第21号  平成20年12月26日)、「連

結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第

22号  平成20年12月26日)、「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業

会計基準適用指針第10号  平成20年12月26日)を

適用しております。
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【表示方法の変更】

　

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準

第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則

等の一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内

閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結累計期

間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目

を表示しております。

　

　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準

第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則

等の一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内

閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結会計期

間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目

を表示しております。

　
前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の

「その他」に含めていた「作業くず売却益」は、営業

外収益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連

結会計期間では区分掲記することとしております。な

お、前第２四半期連結会計期間の営業外収益の「その

他」に含まれる「作業くず売却益」は20百万円であり

ます。

　
前第２四半期連結会計期間において、営業外費用の

「その他」に含めていた「固定資産除却損」は、営業

外費用総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連

結会計期間では区分掲記することとしております。な

お、前第２四半期連結会計期間の営業外費用の「その

他」に含まれる「固定資産除却損」は26百万円であり

ます。
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【簡便な会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

１  一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連

結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使

用して貸倒見積高を算定しております。

２  たな卸資産の評価方法

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が

明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿

価切下げを行う方法によっております。

３  固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年

度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。

４  未実現損益の消去

当該取引に係る損益率を合理的に見積って計算して

おります。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

１  税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を

採用しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示して

おります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額    45,255百万円※１  有形固定資産の減価償却累計額    44,177百万円

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※１  販売費及び一般管理費の主なもの

運賃及び荷造費 1,184百万円

旅費交通費及び通信費 423  〃

給料手当及び福利費 3,752  〃

賞与引当金繰入額 753  〃

役員賞与引当金繰入額 16  〃

役員退職慰労引当金繰入額 14  〃

退職給付費用 435  〃

減価償却費 564  〃

研究開発費 771  〃

※１  販売費及び一般管理費の主なもの

運賃及び荷造費 1,399百万円

旅費交通費及び通信費 494  〃

給料手当及び福利費 3,692  〃

賞与引当金繰入額 900  〃

役員賞与引当金繰入額 19  〃

役員退職慰労引当金繰入額 15  〃

退職給付費用 379  〃

減価償却費 695  〃

研究開発費 762  〃

　

　

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

※１  販売費及び一般管理費の主なもの

運賃及び荷造費 690百万円

旅費交通費及び通信費 217  〃

給料手当及び福利費 1,885  〃

賞与引当金繰入額 352  〃

役員賞与引当金繰入額 10  〃

役員退職慰労引当金繰入額 7  〃

退職給付費用 214  〃

減価償却費 288  〃

研究開発費 412  〃

※１  販売費及び一般管理費の主なもの

運賃及び荷造費 581百万円

旅費交通費及び通信費 250  〃

給料手当及び福利費 1,881  〃

賞与引当金繰入額 444  〃

役員賞与引当金繰入額 9  〃

役員退職慰労引当金繰入額 7  〃

退職給付費用 181  〃

減価償却費 359  〃

研究開発費 384  〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連
結貸借対照表に掲記されている科目の金額との
関係（平成21年９月30日現在）

現金及び預金 5,704百万円

預入期間が３か月を超える

定期預金
△28  〃

現金及び現金同等物 5,676百万円
 

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連
結貸借対照表に掲記されている科目の金額との
関係（平成22年９月30日現在）

現金及び預金 9,949百万円

預入期間が３か月を超える

定期預金
△124  〃

現金及び現金同等物 9,824百万円

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１

日  至  平成22年９月30日)

　
１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 135,516

　
　
２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 5,798

　

　

３  配当に関する事項

  (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 455 3.50平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

　

  (2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月９日
取締役会

普通株式 455 3.50平成22年９月30日 平成22年12月３日 利益剰余金

　

４  株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　
電力機器
事業
(百万円)

溶接メカトロ
事業
(百万円)

半導体機器
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

11,461 5,599 1,594 18,654 ― 18,654

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

0 3 ─ 3 (3) ―

計 11,461 5,603 1,594 18,658 (3) 18,654

営業利益又は営業損失(△) 1,282 △319 △316 646 (392) 253

(注) １  事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。

２  各事業の主な製品 

    (1) 電力機器事業…………各種変圧器、受配電設備、開閉器、監視制御システム等 

    (2) 溶接メカトロ事業……電気溶接機、プラズマ切断機、産業用空気清浄機、産業用ロボット等 

    (3) 半導体機器事業………高周波電源、クリーン搬送ロボット等 

３  請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会  平成19年12月27日  企業会計基準第15号）及び「工事契約に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準委員会  平成19年12月27日  企業会計基準適用指針第18号）を第１四半

期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末

までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは

原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。
　
　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　
電力機器
事業
(百万円)

溶接メカトロ
事業
(百万円)

半導体機器
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

22,320 11,007 2,923 36,251 ― 36,251

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

0 5 ─ 6 (6) ―

計 22,321 11,012 2,923 36,257 (6) 36,251

営業利益又は営業損失(△) 2,505 △376 △611 1,518 (809) 709

(注) １  事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。

２  各事業の主な製品 

    (1) 電力機器事業…………各種変圧器、受配電設備、開閉器、監視制御システム等 

    (2) 溶接メカトロ事業……電気溶接機、プラズマ切断機、産業用空気清浄機、産業用ロボット等 

    (3) 半導体機器事業………高周波電源、クリーン搬送ロボット等 

３  請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会  平成19年12月27日  企業会計基準第15号）及び「工事契約に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準委員会  平成19年12月27日  企業会計基準適用指針第18号）を第１四半

期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末

までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは

原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間における売上高は「電力機器事業」

が173百万円増加し、営業利益は「電力機器事業」が29百万円増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

15,599 2,400 654 18,654 ― 18,654

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

1,296 1,005 28 2,329 (2,329) ―

計 16,895 3,405 683 20,984 (2,329)18,654

営業利益又は営業損失(△) 195 469 △91 573 (319) 253

(注) １  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２  本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

    (1) アジア………………タイ、中国、台湾、韓国 

    (2) その他の地域………アメリカ、ドイツ 

３  請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会  平成19年12月27日  企業会計基準第15号）及び「工事契約に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準委員会  平成19年12月27日  企業会計基準適用指針第18号）を第１四半

期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末

までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは

原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

30,167 4,398 1,685 36,251 ― 36,251

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

2,082 1,970 79 4,132 (4,132) ―

計 32,249 6,368 1,764 40,383 (4,132)36,251

営業利益又は営業損失(△) 806 725 △201 1,330 (621) 709

(注) １  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２  本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

    (1) アジア………………タイ、中国、台湾、韓国 

    (2) その他の地域………アメリカ、ドイツ 

３  請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会  平成19年12月27日  企業会計基準第15号）及び「工事契約に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準委員会  平成19年12月27日  企業会計基準適用指針第18号）を第１四半

期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末

までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは

原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間における売上高は「日本」が173百

万円増加し、営業利益は「日本」が29百万円増加しております。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 325 2,666 373 3,365

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― ― 18,654

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

1.7 14.3 2.0 18.0

(注) １  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２  本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

    (1) 北米……アメリカ、カナダ

    (2) アジア……タイ、中国、台湾、韓国

    (3) その他の地域……ヨーロッパ、南米 

３  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 1,021 5,070 833 6,925

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― ― 36,251

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

2.8 14.0 2.3 19.1

(注) １  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２  本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

    (1) 北米……アメリカ、カナダ

    (2) アジア……タイ、中国、台湾、韓国

    (3) その他の地域……ヨーロッパ、南米 

３  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

　

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、カンパニー制を採用し、各カンパニーは取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社はカンパニーを基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「電力機器事

業」、「溶接メカトロ事業」及び「半導体機器事業」の３つを報告セグメントとしております。

「電力機器事業」は、各種変圧器、受配電設備、開閉器、監視制御システム、分散電源機器等の製造販売を

しております。「溶接メカトロ事業」は、電気溶接機、プラズマ切断機、産業用空気清浄機、産業用ロボット

等の製造販売をしております。「半導体機器事業」は、高周波電源、クリーン搬送ロボット等の製造販売を

しております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)

合計
電力機器
事業

溶接メカトロ
事業

半導体機器
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 21,75413,562 6,794 42,111 154 42,265

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

1 5 ─ 7 ─ 7

計 21,75613,567 6,794 42,118 154 42,273

セグメント利益 1,813 257 296 2,366 40 2,407

(注)  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、スポーツ施設運営事業及び不動産賃貸

事業等を含んでおります。
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当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)

合計
電力機器
事業

溶接メカトロ
事業

半導体機器
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 10,450 7,388 3,683 21,521 75 21,597

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

0 0 ─ 1 ─ 1

計 10,451 7,388 3,683 21,523 75 21,599

セグメント利益 641 241 196 1,079 17 1,096

(注)  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、スポーツ施設運営事業及び不動産賃貸

事業等を含んでおります。

　

３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 2,366

「その他」の区分の利益 40

セグメント間取引消去 0

全社費用 (注) △1,000

四半期連結損益計算書の営業利益 1,407

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,079

「その他」の区分の利益 17

セグメント間取引消去 0

全社費用 (注) △497

四半期連結損益計算書の営業利益 598

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

　

(企業結合等関係)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がありません。

　

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 341円42銭
　

　 　

　 348円63銭
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 ４円04銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

 

１株当たり四半期純利益金額 ３円24銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

　

(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 523 420

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 523 420

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 129,740,091 129,720,490

　
第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 ０円78銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

 

１株当たり四半期純利益金額 ０円92銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

　
(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 101 119

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 101 119

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 129,737,022 129,719,172
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
　
(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のもの

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っておりますが、当四半期連結会計期

間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載して

おりません。

　

　

２ 【その他】

第147期(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)中間配当については、平成22年11月９日開催の取

締役会において、平成22年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを

決議いたしました。

①  配当金の総額                                  455百万円

②  １株当たりの金額                               ３円50銭

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成22年12月３日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月12日

株式会社ダイヘン

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    山    中    俊    廣    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    田    中    基    博    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ダイヘンの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダイヘン及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月11日

株式会社ダイヘン

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    川    井    一    男    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    田    中    基    博    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ダイヘンの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダイヘン及び連結子会社の平成22年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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